
 
 

１ 財務会計事務 

 

(1) 決裁遅延 

対象部局室課名 検出事項 監査の結果 措置の内容 

健康医療部 

保健医療室 

 地域保健感染症課 

 

商工労働部 

商工労働総務課 

 雇用推進室人材育成課 

 

教育委員会事務局 

市町村教育室小中学校

課 

 

 

 

≪健康医療部 保健医療室地域保健感染症課≫ 

 自殺未遂者連携支援事業に係る経費支出伺の決裁が、契約締結及

び業務開始の後に行われているものが４件あった。 

 

 (1) 契約相手方Ａ 

  ア 事業実施期間：平成 24年４月１日から平成 25年３月 31日

まで 

  イ 見積書の日付：平成 24年８月 30日 

  ウ 契約締結及び経費支出に係る決裁：平成 24年９月７日 

  エ 契約書締結日：平成 24年９月 14日 

  オ 委託料：5,692,692円 

 (2) 契約相手方Ｂ 

  ア 事業実施期間：平成 24年４月１日から平成 25年３月 31日

まで 

  イ 見積書の日付：平成 24年９月３日 

  ウ 契約締結及び経費支出に係る決裁：平成 24年９月４日 

  エ 契約書締結日：平成 24年９月７日 

  オ 委託料：3,606,300円 

 (3) 契約相手方Ｃ 

  ア 事業実施期間：平成 24年４月１日から平成 25年３月 31日

まで 

  イ 見積書の日付：平成 24年９月４日 

  ウ 契約締結及び経費支出に係る決裁：平成 24年９月７日 

  エ 契約書締結日：平成 24年９月 14日 

  オ 委託料：3,607,750円 

 (4) 契約相手方Ｄ 

  ア 事業実施期間：平成 24年４月１日から平成 25年３月 31日

まで 

  イ 見積書の日付：平成 24年９月７日 

  ウ 契約締結及び経費支出に係る決裁：平成 24年９月７日 

  エ 契約書締結日：平成 24年９月７日 

  オ 委託料：4,451,569円 

 

１ 業務委託において、約６か月間にわたり組織

としての意思決定手続を欠いていた状態である

とともに、相手方との契約書も欠いた状態とな

っており、大阪府財務規則第 39条（支出負担行

為）及び第 64条（契約書の作成）に違反してい

る。 

 

２ 起案者のみならず、決裁関与者を含めて契約

事務のルールについて周知徹底を図るととも

に、再発防止のための具体的な措置を講じられ

たい。 

 

 

 

【大阪府財務規則】 

（支出負担行為） 

第39条 知事又は第３条の規定により支出負担

行為に関する事務を委任された者は、予算の範

囲内であることを確認した上で支出負担行為

をしなければならない。 

２ 前項の場合において、支出負担行為をする者

は、経費支出伺書（様式第29号の２）を作成の

上、これを行わなければならない｡ただし、知

事が別に定める場合は、この限りでない。 

（契約書の作成） 

第64条 契約担当者は、契約を締結しようとする

ときは、次に掲げる事項を記載した契約書を作

成しなければならない。（以下省略） 

 

【審査事務マニュアル】 

委託料「調査業務を委託する場合」＜事務の流

れ＞ 

(1) 仕様の決定、経費の積算、予定価格の決定、

予算額の確認、契約手法の決定、見積書の徴

取 

→(2) 契約締結及び経費支出伺→(3) 決裁 

→(4) 契約の締結→(5) 契約の履行 

→(6) 履行の確認（検査）→(7) 請求書の受理 

→(8) 支出命令伺→(9) 決裁→(10) 審査→(11) 

支払 

 

≪健康医療部保健医療室地域保健感染症課≫ 

契約事務のルールについて、起案者及び決裁関

与者に対して周知徹底を図った。 

今後は大阪府財務規則等関係諸法令の遵守を徹

底するとともに、契約の準備行為に早い段階から

取り組み、契約日を遡及することのないよう、事

務処理の日程管理を適切に行う。 

なお、平成25年度も同事業を実施しているが（６

医療機関）、前年度の不備を踏まえ、いずれも４月

１日に契約を締結済み。（１か所は６月１日からの

契約・実施） 



 
 

 

 

対象部局室課名 検出事項 監査の結果 措置の内容 

 ≪商工労働部 商工労働総務課≫ 

 執務室移転業務の経費支出伺（支出負担行為）の決裁が、契約締

結及び業務開始（平成 25年３月 14日）の後に行われていた。 

(1) 契約締結・業務開始：平成 25年３月 14日 

(2) 経費支出伺の決裁：平成 25年３月 26日 

(3) 委託料：994,350円 

１ 業務委託において、組織としての意思決定手

続を欠いていた状態であり、大阪府財務規則第

39条（支出負担行為）に違反している。 

 

２ 起案者のみならず、決裁関与者を含めて契約

事務のルールについて周知徹底を図るととも

に、再発防止のための具体的な措置を講じられ

たい。 

 

≪商工労働部商工労働総務課、雇用推進室人材育

成課≫ 

部内各所属に対し、監査結果とともに再発防止

を周知・徹底した。 

併せて、会計事務ポータルサイトの紹介や平成

25年７月実施の部内会計事務研修のテキストを部

チームサイトに掲載し、職員全員の意識向上を図

った。 

引き続き、会計事務研修を実施する。 

（年２回程度） 

 

≪商工労働部 雇用推進室人材育成課≫  

大阪府立北大阪高等職業技術専門校等への物品等移転業務に係る

経費支出伺の決裁が、契約締結及び業務開始（平成 24年 12月 14日）

の後に行われていた。 

(1) 契約締結・業務開始：平成 24年 12月 14日 

(2) 経費支出伺の決裁：平成 25年１月 18日 

(3) 役務費：3,990,000円 

≪教育委員会事務局 市町村教育室小中学校課≫ 

 経費支出伺の決裁が、契約締結及び業務開始の後に行われている

ものが４件あった。 

【委託料】 

 (1) 24時間電話相談に係る夜間・休日等の教育相談業務  

  ア 事業実施期間：平成24年４月１日から平成25年３月31日ま    

   で 

  イ 起案日：平成24年４月26日 

  ウ 決裁日：平成24年４月27日 

  エ 支出額：28,000,000円 

 (2) 被害者救済システムの運用に係る連携相談業務 

  ア 事業実施期間：平成24年４月１日から平成25年３月31日ま 

   で 

  イ 起案日：平成24年４月26日 

  ウ 決裁日：平成24年４月27日 

  エ 支出額：3,472,000円 

【役務費】 

 (1) 多言語による高校生進路説明会通訳料 

  ア 事業実施期間：平成24年６月16日 

  イ 起案日：平成25年２月19日 

  ウ 決裁日：平成25年２月20日 

  エ 支出額：24,000円 

 (2) 帰国・渡日児童生徒に対する進路指導ガイダンスにかかる通 

訳料 

ア 事業実施期間：平成24年10月14日から平成24年12月８日ま 

 で 

  イ 起案日：平成24年12月14日 

  ウ 決裁日：平成24年12月18日 

エ 支出額：450,000円 

≪教育委員会事務局市町村教育室小中学校課≫ 

平成 25 年９月５日に課職員を対象とした会計

研修を実施し、今後このようなことがないよう周

知徹底した。 

【大阪府財務規則】 

（支出負担行為） 

第 39 条 知事又は第３条の規定により支出

負担行為に関する事務を委任された者は、

予算の範囲内であることを確認した上で

支出負担行為をしなければならない。 

２ 前項の場合において、支出負担行為をす

る者は、経費支出伺書(様式第 29 号の２)

を作成の上、これを行わなければならな

い｡ただし、知事が別に定める場合は、こ

の限りでない。 

 


